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No. 回答日 タイトル 内容 回答 回答課・係
1 27日 東京都ベビー

シッター利用支
援事業について

令和６年2月の提案の回答を拝見し、稲城市
が東京都ベビーシッター利用支援事業の対象
自治体となることを強く希望しておりますが、
稲城市が事業を採用しない理由について疑問
が２点あります。
１点目は、「東京都の認定事業者の半数以上
がベビーシッター不足から稲城市内へのベ
ビーシッター派遣が非常に困難であり、稲城
市民へのニーズに応えることができない」とあ
りますが、認定事業者の中には、国内最大の
ベビーシッターマッチングプラットフォームであ
るキッズラインがあり、市内在住もベビーシッ
ターもいるとのことで、市内への派遣は全く困
難ではないと考えます。２点目は、回答の中
で、「他市の導入例が少ない」とありますが、
現在11市が支援事業の対象自治体になって
おり、確かに市部の半数以下ではあるが、導
入ができるのではないでしょうか。

①ご提案いただきました株式会社キッズラインに当市でも確認しましたところ、「派遣
できるベビーシッターは、各ベビーシッターに委ねられており、利用ニーズの把握を会
社がしていないので、利用者ニーズに応えられているかどうかわからない状況です。」
とのことで、稲城市域への派遣が確実に行えるかについては確認ができませんでし
た。
なお、ベビーシッター利用支援事業(一時預かり利用支援)につきましては、東京都の
ベビーシッター利用支援事業の登録事業者全28事業者に稲城市域への派遣が可能
かどうか確認をいたしましたところ、「非常に難しい状況であります。」と多くの事業者
から回答をいただきました。
②ベビーシッター利用支援事業(ベビーシッター事業者連携型)は、保護者の多様な
ニーズに応えるとともに、待機児童対策として実施する事業であり、本市の待機児童
の状況により実施について検討するものと認識しており、また一時預かり事業として、
ベビーシッター利用支援事業（一時預かり利用支援）につきましては、①で述べた状
況です。
これらの状況から、市として子どもの預かり事業を実施するにあたっては、市民が確
実に支援を受けられる体制があることが望ましいこと、また、国における新たな子育て
支援施策の動向に注視していることなどから慎重に進めております。そのため、東京
都のベビーシッター利用支援事業（一時預かり利用支援）の導入については、引き続
き研究してまいります。

おやこ包括支援センター
課あそびの広場事業係

No. 回答日 タイトル 内容 回答 回答課・係
1 6日 原付の駐輪場に

ついて
2025年11月に予定される自動車の排ガス規
制強化のため、原付１種は125ccの出力抑制
版にすることを関係行政機関で検討している
ようです。この場合、原付１種の車体寸法も大
きくなることが想定されますが、駐輪場の改良
等は予定されているのでしょうか。
現在の原付２種の車体寸法とほぼ同等となる
のであれば、このタイミングで原付２種の駐輪
も可能としていただければと思います。

ガソリン直噴車及び二輪車等の排出ガス規制強化として「道路運送車両の保安基準
の細目を定める告示」が令和２年12月に改正施行され、排気量50cc以下の第一種原
動機付自転車については令和７年11月から適用されることになっております。
市では、製造メーカーが現在製造している排気量50cc以下の第一種原動機付自転車
を排出ガス新規制適合車両において同価格程度で製造することが困難なことから、
令和７年11月以降は既存の第一種原動機付自転車の販売を終了し、125cc以下の第
二種原動機付自転車の出力規制を行った新区分の車種の販売を予定していると伺っ
ております。
また、警察庁では、関連制度の見直しと合わせて道路交通法施行規則において、第
二種原動機付自転車の出力規制を行った新区分車両を現行制度の原付免許で運転
できるよう法改正を予定していると伺っております。
以上のことから、市としましては、これらの第一種原動機付自転車の関連制度の改正
時期に合わせ、排気量50cc以下の第一種原動機付自転車を基本に定期枠として運
用している若葉台駅前自転車駐車場を125cc 以下の現行基準車と新基準適合車を
含む運用に変更することを検討してまいります。

管理課交通対策係

「市政への提案」回答　令和6年9月分
1.市政に関すること

2.健康・医療・福祉・子育てに関すること 

3.まちづくり・住環境に関すること



2 11日 土地区画整理
事業について

稲城長沼駅周辺が閑散としており、特に北口
のグルメシティ等が閉店し、解体されています
が、この後にできる建物はなんでしょうか。

稲城長沼駅周辺につきましては、土地区画整理事業により道路や公園などの公共施
設の整備や、使い勝手のよい整形の土地をお返しすることで、安全で安心なまちづく
りを進めております。現在、区画整理事業による建物移転や自主的な店舗の撤退な
どで駅前に空地（事業用地）が目立っている状態です。今後、道路や宅地等の整備が
完了しますと、各土地所有者に宅地等をお返しいたします。
お返しした土地の利用につきましては土地所有者に委ねられるため、どのような建物
が建つかはお答えすることができませんが、市では都市計画マスタープランにおい
て、稲城長沼駅と稲城駅を結ぶエリアを中心地区として位置付けていますので、駅周
辺の賑わいの創出や利便性の向上、生活サービス施設や飲食店など、多様な機能
の充実を土地所有者に図っていただけるよう駅周辺に相応しい用途地域等の指定な
どにより誘導しています。
また、駅の南側においては、駅に隣接する街区の土地所有者や商店街の方々などと
共に、高度利用のための共同化等についての勉強や意見交換をおこなうまちづくり懇
談会を実施しており、商業系や住居系の複合ビルの建設などによる駅周辺の賑わい
創出を目指しております。
稲城長沼駅周辺地区は、駅の周辺整備を重点的に進めており、事業の進捗により一
時的な商業施設の閉店等もございますが、今後の駅周辺の賑わい創出と安全・安心
なまちづくりに向けて取り組んでまいります。

区画整理課公共施行係

3 19日 坂浜1447付近
の下水道管と水
道管の引き込み
について

坂浜1447付近の下水道管と水道管の引き込
みについて、何年も前から要望をしており、令
和３年に伺った際、令和6年までに東京都の補
助を活用して工事を行う予定と聞いていたが、
工事ができなくなったとのことであった。理由も
はっきり提示してもらえない。状況を教えてほ
しいです。

市道1042号線の下水道管新設工事につきましては、平成23年度に着手の予定でした
が、敷地民有地の同意が取れなかったこと等から、これまで工事に着手することが出
来ず、お時間がかかってしまっていることに対し、大変申し訳ございません。

現在は、敷地民有地の地権者も変わり、今年度に水道工事が予定されていると東
京都水道局より伺っていることから、下水道の工事につきましても、整備に向けた検
討を再開する考えでございます。

なお、市道1042号線を含めた隣接地で組合施行の土地区画整理事業の検討が進
められていることに伴い、今後、市道1042号線の道路線形の決定に向けたご協力
や、土地区画整理事業へのご理解を賜りたいと考えております。

下水道課計画工事係

4 19日 バス停の暑さ対
策について

今年の夏はとても暑く、例年以上に暑さ対策
が必要になっています。平尾四丁目のバス停
を利用する際、屋根がないたえ他のバス停と
比べて暑さをしのぎにくいと感じたため、屋根
をつけていただけないかと思います。

バス停の屋根の設置につきましては、歩行者や車いすの通行に支障のない場合に、
路線バス事業者が設置しております。
ご質問のバス停がある歩道につきましては、市で確認したところ、屋根を設置できる
規定の歩道幅員などを満たしていることから、市からバス事業者である小田急バスに
対し今回の設置要望をお伝えします。

管理課交通対策係



No. 回答日 タイトル 内容 回答 回答課・係
1 2日 学区域のあり方

について
学区域変更世帯への対応があまりにもひど
い。親は将来を考えて幼稚園や保育園に入園
させているのに別の小学校・中学校に行かな
ければならない。学校運営上仕方がないの
は、５年後の検討委員会ではもっと柔軟に選
択できるようにしていただきたいです。

今回の通学区域変更については、小中学校長・PTA 役員・自治会をはじめとする各
種団体の代表者・市民等で構成される「稲城市立学校適正学区等検討委員会」を設
置して、指定校制に基づき、学区を遵守していくことを重視したうえで、学校規模の適
正化、通学の安全の確保、地域とのかかわり等の視点で、市全体の通学区域の見直
しの必要性について検討を行っていただいたところでございます。この度のご意見に
つきましては、次回の「稲城市立学校適正学区等検討委員会」の検討の際に参考とさ
せていただきます。通学区域の変更に際しては、変更地域の方々にご負担をお掛け
することとなりますが、今後もより良い通学区域のあり方について様々な視点から見
直しを進めてまいります。

学務課学務係

No. 回答日 タイトル 内容 回答 回答課・係
1 5日 終戦記念日の

黙祷のサイレン
について

稲城市では、終戦記念日の正午に黙祷のサイ
レンがならないことに驚きました。地元では毎
年サイレンが鳴り、祖父母から戦争体験を聞
いたり、思いを馳せたりと特別な日でしたの
で、疑問に思いました。近隣市でも防災無線を
使って黙祷を呼びかけていることを確認しまし
たが、稲城市でサイレンを鳴らさない何か理由
はありますでしょうか。

終戦記念日に、防災行政無線のサイレンにより黙祷を呼びかけることは、平和を誓う
一つの方法ではありますが、防災行政無線の本来の設置目的は、災害情報及び市
民の生命・財産を守るために必要な情報を伝えることでございます。市民の方も、防
災行政無線が周知する内容は緊急性の高いものであると認識されており、放送につ
いては、様々なご意見や苦情等も寄せられるなど、運用を制約せざるを得ない実態が
ございます。このことから、稲城市では、終戦記念日の黙祷は防災行政無線のサイレ
ンではなく、市役所をはじめとする指定管理施設がその状況に応じて黙祷の実施を呼
びかけているところでございます。また、稲城市では平和事業として、平和の川柳コン
クールや平和コンサート、平和のパネル展などを実施しており、今後も引き続き平和
に対する意識の共有と次世代への継承に努めてまいりますので、ご理解いただきま
すよう、よろしくお願いいたします。なお、多摩地区26市を調査したところ、8月15日に
防災無線のサイレン等を吹鳴しているのは6市のみでございました。

市民協働課協働推進係

5. その他に関すること

4. 教育（学校・生涯学習）に関すること


